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	２月10日、現業職場の民営化及び委託合理化が町長から提案されました。提案された内容は次のとおりです。

①　特別養護老人ホーム、デイサービスセンター、居宅介護支援事業所の民営化計画案

②　町営バスの民間委託計画案　　　　　

③　町道維持管理に関する民間委託計画案

　交渉には組合から、小野委員長、青柳副委員長、山田書記長、樋口現評事務局次長、当局から佐藤町長、佐藤副町長、林総務課長、金一行政経営推進室長、鈴木特養園長が出席しました。この日の交渉は、計画案の説明を受け、それに対する執行部側の疑問や意見を述べるにとどめました。

　計画案は、事務事業外部委託検討委員会の介護サービス事業部会、町営バス・機動部会から昨年12月に町長に提出された報告書をもとに策定されています。

現業職場に対する組合の方針は、これまで確認してきているとおり「直営堅持」が基本
	
	
	です。しかし、行政経営推進室で約２年間の検討がされてきた結果の計画案であることを受け止め、今後、執行部、現評、当該職場組合員、そして組合全体で議論し労使交渉に臨みます。

「計画の目的」について当局からは、住民サービスの維持と向上、今後見込まれる町の厳しい財政運営の下での経費節減と効率的な行政運営、そして、民間における雇用拡大が柱であると説明されています。また、計画案と報告書では「公立運営の限界」や「民間活力」が強調されています。組合としては、当局責任を質すとともに、特養、バス、機動の「現場力」を発揮した、これまで以上の住民サービス向上と効率的な運営に向けた議論、そして、組合全体の団結を背景とした今後の交渉力が問われます。執行部は、16日からの職場集会において計画案の提示をご報告し、17日の特養支会での討論を皮切りに労使交渉強化に向けた議論を深めていきます。



	自治労は、春闘期から人事院勧告期、閣議決定期、自治体確定期の節々に、ストライキを含む産別統一闘争を配置してたたかいます。

スト批准投票は、春闘期を含め年間を通じて、一波につき２時間を上限として、そのストライキ指令権を自治労中央闘争委員会に委譲することについて組合員の承認を求めるものです。
	この批准投票で圧倒的な批准率を示すことが、自治労のたたかう姿勢を内外に示すことになります。

批准率100％に向け、皆さんのご理解とご協力をお願いします。ぜひ「○」をご記入ください。町職の2010年の投票率は100％、批准率は94.55％でした。



	

	
　　　　

　　　


今 話 題 の 本           　　2011.2.15

	札幌駅に直結する書店の店頭表示。《今、話題の本》『「できない」を「できる！」に変える』 知事候補予定者・木村としあきさんの本。さっそく買って読んでみた。
「アッ」という間に読み終わる本。地域活性化のノウハウがぎっしり詰まっている。
一人で頷いてメモしたり。
駅の地下のビヤホールで、「自分だけ読んで納得では勿体ない」、息子にも「読んだら？」と言えた本。
人間のモチベーションを高める、すなわち「楽しい」を作り出すこと。その要素は「満たされなかった思いが成就すること」だと。その為の４つのアプローチは次のこと。
	
	
	１．「経済的に安定したい」を実現する。
２．「仲間と共感したい」を実現する。
３．「正しく評価されたい」を実現する。
４．「理想に近付きたい」を実現する。
　この４つは私が本を買ってビールを飲みながら読んでいて最初にメモしたところです。その後たくさんの文章をメモしたり“蛍光ペン”で印を付けたり。
木村としあきさんの「人の心に種火をつける」術を感じさせてもらった本であり、木村さんの生き方が見えてくる本でもありました。
【北海道議会議員 日下太朗 ＨＰから】

	



	公務員連絡会は、公務員の定年延長について2013（平成25）年度からの実施に向け、２月15日に人事院と交渉しました。交渉では、昨年12月22日に人事院が示した「高齢期雇用問題に関する検討状況の整理」に対する公務員連絡会としての「意見」を提出しました。
冒頭、公務員連絡会の交渉団は、昨年中に定年延長に関わる「意見の申出」を行わなかったことは極めて遺憾であることを申し入れ、人事院の『高齢期雇用問題に関する検討状況の整理』に対する意見を説明し、現在の検討状況や年度内の「意見の申出」に対する人事院の姿勢を質しました。
これに対し人事院の職員団体審議官は、現時点での検討状況や今後の姿勢について、次のとおり回答しました。
①　現在、各府省の意見を集約しているところである。　
②　今後、皆さんからの意見や各府省から寄
	
	
	せられた意見等を踏まえ年末に示した「検討状況の整理」を詰めていきたい。
これに対し、公務員連絡会は、地方自治体では人事院の『意見の申出』を踏まえ検討を進めることになることから、地方公務員の定年延長実施にも大きな影響を及ぼすことを改めて訴えました。そして、交渉で提出した公務員連絡会の「意見」を十分に踏まえ、われわれとの交渉・協議、合意に基づいて、本年度中に『意見の申出』を行うことを強く求め交渉を終えました。
（道本部ホームページより）
	



















































































































































































第３８回




































































津別町でも二つの団体が助成をいただきました


・2009年度　津別町手をつなぐ育成会　（会長　新鞍忠信さん）


